
事　業　状　況　報　告　書



1

地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）は、地方公務員等共済組合法第３条

第１項及び第２項に規定するすべての地方公務員共済組合（以下「組合」という。以下同じ。）

並びに同法第27条第１項に規定する全国市町村職員共済組合連合会（以下「市町村連合会」と

いう。）の長期給付に係る業務の適正かつ円滑な運営を図るため、次の事業を行っている。

(1) 組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関する技術的及び専門的な知識、資料等

を組合及び市町村連合会に提供すること。

(2) 退職等年金給付に係る付与率、基準利率、終身年金現価率、有期年金現価率並びに標準

報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金との割合を定めること。

(3) 実施機関積立金、退職等年金給付組合積立金及び地方の組合の経過的長期給付組合積立

金の運用状況の管理に関する事務を行うこと。

(4) 厚生年金保険給付調整積立金、退職等年金給付調整積立金及び地方の組合の経過的長期

給付調整積立金の管理及び運用に関する事務を行うこと。

(5) 厚生年金拠出金を納付し、又は交付金を受け入れること。

(6) 組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務に関し、実施機関との情報交換及び連絡調

整を行うこと。

(7) 財政調整拠出金を拠出し、又は受け入れること。

(8) 基礎年金拠出金を納付すること。

(9) 組合から預託された業務上の余裕金を運用すること。

(10) 介護保険料特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(11) 国民健康保険料（税）特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(12) 後期高齢者医療保険料特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(13) 個人住民税特別徴収に係る納入金の納入の経由に係る業務を行うこと。

(14) その他その目的を達成するために必要な事業。

2 事業所の所在地

東京都千代田区内幸町２丁目１番１号

3 役員の状況

(1) 定  数   理事長 １人（常勤）

理  事 ８人（常勤２人､非常勤６人）

監  事 ３人（常勤１人､非常勤２人）

(2) 任  期   ２年      （令和２年４月１日～令和４年３月31日）

業務の内容



(3) 役員の状況（令和４年３月31日現在）

役   職

理事長 岡 崎  元総務事務次官

理  事 宮 地  元内閣府大臣官房審議官（地方分権改革担当）

理  事 西 澤

理  事 金 森  公立学校共済組合理事長
（非常勤）

理  事 金 髙  警察共済組合理事長
（非常勤） 　

理  事 川 本  全日本自治団体労働組合中央執行委員長
（非常勤） 　

理  事 清 水  日本教職員組合中央執行委員長
（非常勤）

理  事 関  地方職員共済組合理事長
（非常勤）

理  事 横 尾  全国市町村職員共済組合連合会理事長
（非常勤）

監  事 井 筒

監  事 　佐 藤
（非常勤）

監  事 古 矢
（非常勤）

(4) 役員会の開催状況

・令和２年度の年金積立金の運用報告書等について

　 博　　之

氏　　　名 経             歴

　 浩　  巳

　 俊　　明

　 立　　志  元内閣府日本学術会議事務局参事官

　 越　　哉

   雅　　仁

　　　　 淳

　 秀　　行

　 俊　　彦

　 宏　　和  元地方公務員災害補償基金理事

　 和　　寿  弁護士
　

　 武　　士  全日本水道労働組合副中央執行委員長

開　催　日 会　　　　　議 議　　　　　　　　　　題

・令和３年度の資金運用状況について

令和３年６月24日 第134回役員会 ・令和２年度決算（案）

・年金払い退職給付に係る基準利率及び年金現価率
について

令和４年２月16日 第135回役員会 ・令和４年度事業計画及び予算の大綱（案）

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・年金払い退職給付制度に係る年金財政状況（令和２
度末）について

令和４年３月16日 第136回役員会 ・令和４年度事業計画及び予算（案）

・令和４年度の資金運用の予定について



4 職員の定数及びその増減

5 地方公務員共済組合連合会の沿革

連合会は、昭和59年４月１日に地方公務員の年金制度の健全な運営を維持していくため、

地方職員共済組合、都職員共済組合、すべての指定都市職員共済組合、すべての市町村職員

共済組合及びすべての都市職員共済組合をもって組織し設立された。

平成２年４月に公立学校共済組合及び警察共済組合が加入し、すべての組合をもって組織

することとされた。その後、平成19年４月からすべての組合及び市町村連合会をもって組織

することとされた。

6 設置根拠法

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）

7 主務大臣

総務大臣

8 運営審議会の概要

(1) 委員定数

① 組合員を代表する者以外の者である委員 11人

② 組合員を代表する者である委員 11人

(2) 運営審議会の議を経る事項

① 定款の変更

② 運営規則の作成及び変更

③ 毎事業年度の事業計画並びに予算及び決算

④ 重要な財産の処分及び重大な債務の負担

(3) 任期  ２年 （令和２年４月１日～令和４年３月31日）

定　　数 本年度増減

80人 １人増



(4) 運営審議会委員の状況（令和４年３月31日現在）

役  職    氏   名

会　　　長 松 田 知 己  秋田県市町村職員共済組合理事長

会長代理 長 沢 正 一  新潟県職員労働組合執行委員長

委  　　員 赤 羽 浩 幸  警察共済組合警視庁支部総務課長

委  　　員 伊 藤 成 司  千葉市職員労働組合中央執行委員長

委  　　員 岩 田 利 雄  千葉県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 上 田 清  奈良県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 大 西 秀 人  香川県市町村職員共済組合理事長

委  　　員 小 川 敦 聖  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 子 安 英 俊  全日本自治団体労働組合岐阜県本部中央執行委員長

委  　　員 齊 藤 正 富  東京都文京区立本郷台中学校長

委  　　員 下 村 泰 正  全日本自治団体労働組合大阪市職員労働組合書記長

委  　　員 鈴 木 佐 知  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 川 島 剛  地方職員共済組合神奈川県支部副支部長

委  　　員 谷 史 郎  地方職員共済組合理事

委  　　員 黒 沼 靖  東京都職員共済組合理事長

委  　　員 千 葉 聡 美  日本教職員組合中央執行委員

委  　　員 西 川 晋 司  東京都労働組合連合会執行委員長

委  　　員 長 谷 川 義 樹  全日本自治団体労働組合北海道本部特別執行委員

委  　　員 原 利 枝  島根県職員連合労働組合副執行委員長

委  　　員 藤 田 裕 司  東京都教育委員会教育長

委  　　員 松 川 憲 行  公立学校共済組合理事

委  　　員 宮 城 直 樹  警察共済組合理事

経            歴



(5) 運営審議会開催状況

9 その他の連合会の概要

(1) 連合会を組織する組合数及び組合員数の状況（令和３年４月１日現在）

① 組合数 組合

② 組合員数 人

人

人

人

人

※ 人
※指定都市職員共済組合（10組合）、市町村職員共済組合（47組合）及び都市職員共済組合（３組合）
　

(2) 事務局組織（令和４年３月31日現在）

 開    催    日 会　　　　議 議　　　　　　　　題

令和３年６月29日  第136回運営審議会 ・令和２年度決算（案）

事務局長

・令和４年度の資金運用の予定について

・令和２年度の年金積立金の運用報告書等について

・年金払い退職給付に係る基準利率及び年金現価率
について

令和４年２月22日  第137回運営審議会 ・令和４年度事業計画及び予算の大綱（案）

・地方公務員共済組合連合会定款の一部変更（案）

・年金払い退職給付制度に係る年金財政状況（令和
２年度末）について

令和４年３月17日  第138回運営審議会 ・令和４年度事業計画及び予算（案）

・令和３年度の資金運用状況について

総 務 課

64

3,005,273

地 方 職 員 共 済 組 合

公 立 学 校 共 済 組 合

警 察 共 済 組 合

東 京 都 職 員 共 済 組 合

330,242   

1,059,882 

299,923   

126,226   

1,189,000 全国市町村職員共済組合連合会

年金システム課

番号システム課

システム管理監

運 用 第 二 課

リスク管理課

年 金 企 画 課

数 理 課

調 整 課
年 金 業 務 部

総   務   部 企 画 課

監 査 室

企 画 管 理 課

運 用 第 一 課
資 金 運 用 部



10

(1) 長期給付に係る技術的及び専門的な知識、資料の提供

① 年金事務機械処理標準システム等の提供

   年金事務機械処理標準システム等について、「年金制度の機能強化のための国民年

 金法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第40号。以下「年金制度改正法」とい

 う。）に係るシステム改修等を行い、システムを利用する組合及び市町村連合会にプ

 ログラム提供を行った。

② 組合員等現況調査

   長期給付（退職等年金給付を含む。）に要する費用の算定基礎資料及びその他長期

 給付に関する基礎資料を把握するため、組合員及び組合員であった者について、年齢、

 組合員期間及び給料等についての調査を実施し、その状況の取りまとめを行った。

③ 研修・会議の開催

   組合及び市町村連合会の長期給付に係る業務の適正かつ迅速な執行を図るため、事

 務担当者を対象に年金事務担当者研修会を開催した。なお、新型コロナウィルス感染

 症拡大収束の目途が立たないことから、今年度は資料提供による開催とした。

④ 地方公務員共済の長期給付に係る資金運用・財政等に関する全国説明会

 　連合会は、被用者年金一元化を契機に、運用の多様化、高度化や国際化に対応した

 情報公開・広報活動の充実を図っており、年金積立金の運用についての基本的な考え

 方、公的年金の仕組み、資金運用の方針・取組みなどについて、十分なご理解とご納

 得を得ていただくため、令和３年10月７日に動画配信にて説明会を開催するとともに、

 令和３年10月11日から10月29日に本説明会の録画配信を行った。

⑤ 個人番号管理システムの機器更改

　 個人番号管理システムについて、機器一式の更改を実施し、新環境で稼働するプロ

 グラムを組合及び市町村連合会に提供した。

(2) 年金払い退職給付に係る財政検証並びに基準利率、終身年金現価率及び有期年金現価

 率の算定

① 年金払い退職給付に係る財政検証

   地方公務員共済組合と国家公務員共済組合とを合算した年金払い退職給付制度の積

 立状況を把握するため、令和２年度末における財政検証を実施し、その結果について

 役員会及び運営審議会に報告した。

　 あわせて、連合会ホームページ及び「連合会だよりＰＡＬ」に関連記事を掲載する

 とともに、組合及び市町村連合会の広報誌に関連記事等の掲載を依頼することで組合

 員への周知を実施した。

② 年金払い退職給付に係る基準利率、終身年金現価率及び有期年金現価率の算定

 　年金払い退職給付制度に係る連合会定款に定める事項（付与率、基準利率、終身年

  当該事業年度における業務の実施状況



 金現価率、有期年金現価率、掛金率）のうち、基準利率、終身年金現価率及び有期年

 金現価率は毎年10月に改定することとされていることから、令和３年10月から翌年９

 月までに適用されるこれらの率について、算定作業を行った。

　 この結果、令和２年10月から適用されている率と同じ率になったことから、役員会

 及び運営審議会において、その旨を報告した。

　 あわせて、連合会ホームページ及び「連合会だよりＰＡＬ」に関連記事を掲載する

 とともに、組合及び市町村連合会の広報誌に関連記事等の掲載を依頼することで組合

 員への周知を実施した。

(3) 厚生年金保険給付調整積立金の管理・運用

  厚生年金保険給付調整積立金に充てるため、平成27年10月より、組合（指定都市職員

共済組合、市町村職員共済組合及び都市職員共済組合を除く。以下(14)まで同じ。）及

び市町村連合会の厚生年金保険給付組合積立金の増加見込額の30％相当額の払込みを受

けている。

  この積立金は、信託による委託運用及び国債等各種債券の取得などの自家運用を行い、

安全かつ効率的な運用に努めている。

  これらの管理・運用により、令和３年度末における厚生年金保険給付調整積立金は、

約11兆2,911億円となっている。

(4) 退職等年金給付調整積立金の管理・運用

  退職等年金給付調整積立金に充てるため、平成27年10月より、組合及び市町村連合会

の年金払い退職給付に係る掛金及び負担金の見込額の５％相当額の払込みを受けている。

　この積立金は、退職年金の給付設計にキャッシュバランス方式を採用したことを踏ま

え、地方公共団体金融機構債券等の取得による義務運用などにより、安全かつ効率的な

運用に努めている。

　これらの管理・運用により、令和３年度末における退職等年金給付調整積立金は、

約896億円となっている。

(5) 経過的長期給付調整積立金の管理・運用

　経過的長期給付調整積立金は、新たな保険料収入がない閉鎖型の年金積立金である。

  この積立金は、地方公共団体金融機構債券等の取得による義務運用、信託等による委

託運用及び国債、地方債等各種債券の取得などの自家運用を行い、安全かつ効率的な運

用に努めている。

  これらの管理・運用により、令和３年度末における経過的長期給付調整積立金は、

約11兆8,260億円となっている。

(6) 厚生年金拠出金の納付等

　組合及び市町村連合会から厚生年金拠出金負担金を収納し、年金特別会計へ納付

した。



   ・厚生年金拠出金の額       3兆2,742億円

　年金特別会計から厚生年金交付金を受け入れ、組合及び市町村連合会へ交付した。

   ・厚生年金交付金の額       3兆5,106億円

(7) 実施機関との情報交換・連絡調整

　被用者年金制度一元化に伴う情報共有化及びワンストップサービスへ対応するために

情報共有化システムの運営・保守業務を行った。

(8) 財政調整拠出金の受入等

  国家公務員共済組合との財政単位の一元化により、地方公務員共済組合と国家公務員

共済組合との間で財政調整を行うこととされている。

　財政調整拠出金については、国家公務員共済組合連合会から、厚生年金保険給付調整

経理において約161億円を受け入れた。

(9) 基礎年金拠出金の納付等

　組合及び市町村連合会から基礎年金拠出金負担金を収納し、年金特別会計へ納付した。

   ・基礎年金拠出金の額       1兆5,484億円

　年金特別会計から基礎年金交付金を受け入れ、組合及び市町村連合会へ交付した。

   ・基礎年金交付金の額           544億円

(10) 厚生年金保険預託経理における共済組合からの預託金運用

  　令和３年度末における地方公務員等共済組合法施行規程第12条の３の規定による組合

　及び市町村連合会からの預託金の状況は、１組合であり、約771億円となっている。

(11) 退職等年金預託経理における共済組合からの預託金運用

 　 令和３年度末における地方公務員等共済組合法施行規程第12条の３の規定による組合

　及び市町村連合会からの預託はなかった。

(12) 経過的長期預託経理における共済組合からの預託金運用

　  令和３年度末における地方公務員等共済組合法施行規程附則第１条の３において準用

　する同法施行規程第12条の３の規定による組合及び市町村連合会からの預託金の状況は、

　１組合であり、約830億円となっている。

(13) 保険料(税）特別徴収に係る情報交換及び収納・納入

  介護保険法等の規定に基づき、介護保険料、国民健康保険料（税）、後期高齢者医療

保険料及び個人住民税（以下「保険料等」という。）の年金からの特別徴収に関する情

報交換について、経由機関と組合及び市町村連合会との間の経由業務を行った。

  また、徴収した保険料等の市区町村への納入金について、市区町村と組合及び市町村

連合会との間の経由業務を行った。



  ・介護保険料の収納・納入額　　　　　　 　53億円

  ・国民健康保険料（税）の収納・納入額　　5千万円

  ・後期高齢者医療保険料の収納・納入額　　 67億円

  ・個人住民税の収納・納入額　　           26億円

(14) 非課税年金情報の提供

  介護保険法施行規則等の規定に基づき、非課税年金の情報提供について、経由機関と

組合及び市町村連合会との間の経由業務を行った。

(15) 地方公務員共済組合番号システム等の機器更改

　地方公務員共済組合番号システム等について、令和５年度に向けて機器一式を更改す

ることとし、開発作業への着手と機器等の調達を行った。

(16) その他その目的を達成するために必要な事業

 諸外国との間における社会保障協定業務

  ドイツ、イギリス、アメリカ等に一時的に派遣される地方公務員等に対する適用証明

 書の交付及び年金加入期間通算業務に係る経由等の事務を行った。



前事業年度までにおける業務の実施状況

(1) 厚生年金保険給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

厚生年金

(2) 退職等年金給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

(3) 経過的長期給付調整経理年度別収支状況の推移

  区  分

業   務

経   理

財   政
組 　合
交付金

組   合

へ繰入

11

（単位：百万円）

収　 　 　入 支　 　 　出
厚生年金
保険給付
調    整
積立金

 年  度 負担金 拠出金 返還金

信託の
運用損

拠出金 調   整 払込金 雑　費

利   息

及   び

配当金

0 11,622 845 10,008,9170 2,241

9,739,410

平成30年度 104,035 42,269 172,013 0

165,176 0 0 0 0 1 1,483平成29年度 80,317 81,790 0

0

10,750,0280 2,055

10,268,611

令和 2 年度 53,113 12,441 153,751 0

178,038 0 0 22,360 2,649 0 2,091令和元年度 106,583 21,965

600,058

0 0

令和 3 年度 16,097 100,219 626,678

組   合 業   務

12 25,361 3,015

財   政
信託の
運用益

組 　合
交付金

雑　費

0

 年  度

0

11,291,143

（単位：百万円）

収　 　 　入 支　 　 　出
退職等

年金給付
調    整
積立金

164,943 0 0 34,152 702 0 2,0830

調   整

拠出金

経   理

へ繰入

払込金

返還金

0

利   息

及   び

配当金

令和元年度 347 13,839 0 1910

33,595平成29年度 0 13,781 880 0

0

0 0

0 0 47,697平成30年度 536 13,793 0

0

令和３年度 0 14,217 0 0 273

0 0 0

0 0 0

令和２年度 155 14,170 0 0 222

収　 　 　入 支　 　 　出
経過的

長期給付
調    整
積立金

拠出金
受入金

拠出金
組 　合
払込金

雑収入

組   合

払込金

返還金

信託の
運用損

経   理

へ繰入

信託の
運用益

0 55,254

 年  度

平成29年度 0 0

組 　合
交付金

雑　費

業   務

0 0

令和３年度 0 0 11,825,952207

0 661 621,076

10,409,336

令和元年度 0 0

平成30年度 0 0 0 0 36,411

令和２年度 0 0 0 0 56,519

0 0 58,560 704 00 996 626,259

財政調整

拠出金

受入金

組 　合
払込金

雑収入
信託の
運用益

419,723

309,923

336,283

0

財政調整

拠出金

受入金

組 　合
払込金

雑収入

0

0

0 0

75,729

0

0

利   息

及   び

配当金

824

740

677 2,612

430,593

317,335

344,207

15

0 0

68,391 0

145

61,676

0

2,990 0

372

190

0 0 398

205

948 0 225

603 89,6150

0

11,258,169

10,696,1450 210

10,128,8443 147

494

　（単位：百万円）



(4) 基礎年金拠出金経理年度別収支状況の推移

      区   分  区  分

(5) 基礎年金拠出金経理年度別収支状況の推移

      区   分  区  分

(6) 各預託経理預託金の状況

　①　厚生年金保険預託経理

　②　退職等年金預託経理　　　該当なし

　③　経過的長期預託経理

令和 3 年度 3,274,209 3,510,581 3,274,209 3,510,581

令和 2 年度 3,069,385 3,243,659 3,069,385 3,243,659

令和元年度 3,053,656 3,231,562 3,053,656 3,231,562

平成30年度 3,089,636 3,312,431 3,089,636 3,312,431

 年  度 負 担 金 支 払 金

平成29年度 3,133,100 3,404,193 3,133,100 3,404,193

（単位：百万円）

収           入 支            出

厚生年金
厚生年金
交  付  金

厚生年金
拠  出  金

厚生年金

拠 出 金 交 付 金

地方職員共済組合団体共済部からの預託金

令 和 ３ 年 度 １ 組 合 82,986 3,018 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

3,420 地方職員共済組合団体共済部からの預託金１ 組 合 81,320

1,516 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

令和元年度 １ 組 合

令 和 ２ 年 度

令 和 ３ 年 度 １ 組 合 77,065 2,745

81,474 1,747 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成30年度 １ 組 合 81,128

（単位：百万円）

年    度 預 託 組 合 預　　託　　金 支 払 利 息 備            考

平成29年度 １ 組 合 80,820 1,560 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

平成30年度 １ 組 合 74,058 1,448 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

令 和 ２ 年 度 １ 組 合 75,572 3,206 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

令和元年度 １ 組 合 75,506 1,622 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

（単位：百万円）

年    度 預 託 組 合 預　　託　　金 支 払 利 息 備            考

令和 3 年度

平成29年度 １ 組 合 72,648 1,410 地方職員共済組合団体共済部からの預託金

収           入

1,398,533平成30年度

平成29年度

 年  度

1,454,062

1,508,530

1,548,367

104,599

94,545

89,669

67,186

54,431

1,393,365

基礎年金

拠 出 金

負 担 金

基礎年金
交  付  金

令和 2 年度

令和元年度

（単位：百万円）

1,508,530

1,548,367

104,599

94,545

89,669

67,186

54,431

支            出

1,398,533

1,454,062

基礎年金
拠  出  金

基礎年金

交 付 金

支 払 金

1,393,365



12 資金の調達状況

(1) 借  入  金 該当なし

(2) 財政融資資金 該当なし

(3) 国庫補助金等 該当なし

13 子会社及び関連会社並びに関連公益法人等に関する事項

該当なし

14 連合会が対処すべき課題

　運用に当たっては、長期的な観点から安全かつ効率的に行うことが重要であり、地方公務員共

  済組合全体の積立金を管理運用する立場として、管理運用の方針等に基づき、引き続き適切に

　実施することとする。

(1) 厚生年金保険給付調整積立金、退職等年金給付調整積立金及び経過的長期給付調整積立金の

(2) 年金業務に関連するシステムについては、引き続きプログラム不備防止に努めるとともに、

  一層適切な管理を行うこととする。

　　また、年金制度改正法に係る年金システムの改修等について、組合及び市町村連合会と連携

　を図りながら、遺漏のないよう引き続き適切に対処していく。


